平成１８年５月１０日KUC37十日会卓話報告

　　　卓話者　小澤浩次（営）

　　　題　　　石油の値段はどうなる

１、高値を維持する原油価格

　７３年、日本でトイレットペ－パ－が無くなる騒ぎになった石油ショック時に、３＄から１２＄に、７９年イランのパ－レビ失墜・ホメイニ政権樹立で、１２＄から４０＄にと変動はあったが、その後、イライラ戦争の影響は若干あったものの、上がったり、下がったりの小幅な推移であった。

　９０年イラクのクウェ－ト進攻・湾岸戦争以降、現在まで、原油価格は大きく動いている。イラクのサダム・フセインが同じ油田から採取しているクウェ－トを攻めたもので、

　最高値４０.４＄をつけたが、その後下がって、１０＄台、２０＄台で上下していた。

　イラク戦争で一時３７＄をつけ、いったん下がったが、それ以来、何も起きていないのに、どんどん値上がりしており、連日、史上最高値を更新し続けて、本年４月２５日には７５＄になった。現在７０＄前後で推移している。

　（４月２１日、NY ７２．４９＄・６月先物７４．４５＄、ロンドン ７４.２２＄、

　　　東京 ドバイ ６６．７５＄、　　５月２３日 NY ７０．６９＄　　）

　石油の容量の単位は、バレルが使用されるが、これは樽のことで、１８６０年にペンシルバニアで石油が採取された時に使った樽の４２米ガロン＝１５９リットルが基準になっている。

２、原油価格はどうして決まるか　

　過去、メジャ－と産油国の攻防で決まってきたが、現在は原油価格はベ－ス価格（各地区の指標原油価格）にプレミアム（品質格差、製品構成の価値）をつけて決まる。交渉ではなく、フォ－ミュラである。８０年代後半から、このような投資信託並みの取引価格連動方式になっている。

　世界の３つの市場、取引所は次の通りである（B/Dは１日当りバレル）。

　（１）ニュ－ヨ－ク　マ－カンタイル取引所（NYMEX）

　　　　WTI（West Texas Intermediate）・低硫黄、超軽質原油で品質が良い

　　　　実生産量７５万B/D、取引量２.４億B/D、API比重３９.６度、硫黄０.２４％、

　　　　カナダ、メキシコ、中南米、中近東を含み、マ－ケットの中心、

　（２）ロンドン国際石油取引所（IPE）

　　　　北海ブレント・軽質原油、

　　　　実生産量７０万B/D、取引量７千万B/D、API比重３７．５度、硫黄 ０.３４％、

　　　　北海、ロシア、アフリカを含み、ヨ－ロッパ中心、
　（３）シンガポ－ルでの業者間取引（東京工業商品取引所もあるが市場は小さい）

　　ドバイ・実生産量２０万B/D、取引量数百万B/D、API３１度、硫黄２.０４％,

    オマ－ン・実生産量８０万B/D、取引はスポット多い、API３５.２度、硫黄０.８９％

　APIとは米国石油協会が定めた原油の比重で、数値が多い程、比重が小さく軽質である。

　サウジアラビアのエクストラライト原油は４９.４度、アラビアンヘビ－は２８度である。

　軽質原油は同じ量でも、ガソリン、軽油が多く取れる。硫黄分は低ければ低いほど、排気ガスがクリ－ンで、性能が良い。

　取引価格は毎日、株式市場と同じように発表される。WTIは取引量が最大で、他の市場に影響を与える。例えば超軽質のナイジェリア原油は、WTIよりプラスプレミアムというように、計算で出てくる。色々な原油があり、市場取引価格は品質格差などを調整して自動的に決まってくる。

２００４年１０月実績、NYMEX５４＄、IPE５０＄、東京４０＄で、東京のドバイ原油は、NYMEXのWTIよりバレル差 ８～１０＄割安である。

３、どうして高騰したか→４つの構造要因と４つの短期要因

（　構造要因　）

（１）世界の需給バランスを見ると根強い需要がある。これが基本的な高騰要因である。消費量は米国が最大で世界の1/4、アジア、特に中国が多くなり、既に日本を越えている。消費のこの３年間伸び率は、米国が１～３％と根強く、アジアは１～４％、中国が最大である。ホメイニ政権樹立時は４年間で１０％減ったのに、この３年間で５.４％伸びている。

　（世界の石油需給バランス・単位　百万B/D）

　　　　　　　　　　 需 要　　前年比　　　供 給　うち非OPEC　在庫変動

　　　２００４年　  ８２.２　 ＋３.８％　 ８３.１　 ５０.１　　　＋０.８

　　　２００５年　  ８３.３　 ＋１.３％　 ８４.１　 ５０.２　　　＋０.８ 

　　　２００６年　  ８５.１　 ＋２.１％　 ８５.７　 ５１.４　　　＋０.６

　（主要国別石油消費量・単位　千B/D）

　　　　　　　　　　　　２００３年　（％）　　　１９９５年　　１９８５年

　　　日本　　　　　　　　５４５１（　７.０）　　　５７８４　　　４４３５
　　　中国　　　　　　　　５９８２（　７.７）　　　３３９０　　　１８１０
　　　アジア（除く日中）１０１７４（１３.０）　　　８０１４　　　３５３５

　　　アメリカ　　　　　２００７１（２５.７）　　１７７２５　　１５１７０

　　　ドイツ　　　　　　　２６６４（　３.４）　　　２８８２　　　２６７０

　　　イギリス　　　　　　１６６６（　２.１）　　　１７５７　　　１６３０

　　　ロシア　　　　　　　２５０３（　３.２）　　　２９３４　　　４９１０

　　　中東　　　　　　　　４４８０（　５.７）　　　４０２８　　　２９８０
　　　世界合計　　　　　７８１１２（１００）　　６９１６０　　５８４２５　

　（地域別需要の対前年伸び・単位　％）

　　　地　域　　　　２００４年　　　２００５年　　　２００６年

　　　北　米　　　　　＋３.３　　　　　＋０.５　　　　＋１.７　　　

　　　欧　州　　　　　＋１.３　　　　　－０.４　　　　＋０.２

　　　日・韓・豪　　　－１.９　　　　　＋１.２　　　　＋１.０

　　　OECD　　　　　＋１.７　　　　　＋０.３　　　　＋１.１

　　　旧ソ連　　　　　＋４.７　　　　　＋１.３　　　　＋３.３

　　　アジア　　　　＋１０.０　　　　　＋２.３　　　　＋３.８

　　　内中国　　　　＋１５.４　　　　　＋２.５　　　　＋５.８

　　　世界合計　　　　＋３.８　　　　　＋１.３　　　　＋２.１

（２）需要の中身が変化して、白油、特に輸送用燃料が増加・伸長して、これ等の代替エネルギ－がないことが高騰要因になっている。

原油は精製の過程で、ガソリン、ナフサ等の軽質のもの、ジェット燃料、灯油等の中間留分、重油に大別される。北米、西欧、アジア等の油種別需要を見ると、軽質油、中間留分の需要は、この２０年間で夫々倍増近く伸びている。一方、電力、鉄鋼会社等が大量に使用していた重油部分は省エネルギ－化、原子力、コ－クス等代替エネルギ－化が進み、約３０％低減されてきた。軽質油、中間留分は、簡単には代替がきかない。自動車・ジェット燃料、ナフサの需要は、先行きも減らないと考えられている。

（３）原油の供給側に余力が少なく、価格低迷期に投資をしてこなかったことが要因になっている。原油価格については産油国と石油メジャ－とのしのぎ合いの歴史である。

　　第二次世界大戦後から１９６０年代まで、資本力と政治力で石油の採鉱、生産、輸送、精製、販売の全段階を垂直統合で行い、市場シェアの大部分を寡占した石油メジャ－７社、エクソン、モ－ビル、テキサコ、シェブロン、ガルフ、BP、ロイヤル・ダッチ・シェルをセブンシスタ－ズと呼んだ。１９６０年、供給過剰による公定価格引下げに不満を持った産油国が石油輸出国機構・OPEC（現在イラン、イラク、クウェ－ト、サウジアラビア、ベネズエラ、カタ－ル、インドネシア、リビア、UAE、アルジェリア、ナイジェリア１１ｹ国）が結成された。オイルショックを契機に石油価格の決定権は産油国側に移り、メジャ－の影響力は小さくなった。７社は統合して４社になり、原油生産のシェアは１０％程度になっている。

　　世界の原油生産量（2004年、単位千B/D）は７０９９３、うちOPECが２８８３１、

　　４０.６％である。主要国の生産量は次の通りである。

　　　（OPEC）ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ9049（12.7）、ｲﾗﾝ3940（5､5）、UAE2354（3.3）、

　　　　　　ｸｳｪｰﾄ2349(3.3)、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ2350(3.3)、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ2210(3..1）、ｲﾗｸ2070（3.1）

　　　（非OPEC）ﾛｼｱ8950(12.6)、ｱﾒﾘｶ5400（7.6）、ｲｷﾞﾘｽ・ﾉﾙｳｪｰ4770(6.7)、

　　　　　　中国3494（4.9）、ﾒｷｼｺ3410（4.8）、ｶﾅﾀﾞ2440（3.4）
　　非OPECの生産量の推移を見ると、北米（95年8366→04年7840）は減っており、西欧は北海が増えたが、既にピ－ク（85年3724→00年6384→04年5482）になっている。イギリスは、２００５年にネットインポ－タ－になった。ロシアは増えている（旧ソ連・東欧 95年7363→04年10896）。

非OPEC諸国の生産は、現状維持が精一杯と言える。

　　OPEC１０ｹ国の生産量と生産能力（06年１月、単位万B/D）は次の通りである。

　　　OPEC加盟国　　　生産能力　　生産量　　生産枠　　生産余力

　　　　サウジ　　　　　１１００　　９５０　　９１０　　１５０

　　　　クウェ－ト　　　　２６０　　２５２　　２２５　　　　８

　　　　イラン　　　　　　４００　　３９２　　４１１　　　　８

　　　　UAE　　　　　　　２６０　　２４８　　２４４　　　１２

　　　　カタ－ル　　　　　　８３　　　８３　　　７３　　　　０

　　　　インドネシア　　　　９８　　　９２　　１４５　　　　６

　　　　ベネズエラ　　　　２７８　　２６１　　３２２　　　１７

　　　　ナイジェリア　　　２５６　　２４２　　２３１　　　１４

　　　　リビア　　　　　　１６５　　１６５　　１５０　　　　０

　　　　アルジェリア　　　１３７　　１３６　　　８９　　　　１

　　　　１０国合計　　　３０３７　２８２１　２８００　　２１６

    OPEC諸国の生産余力は、１日当り２１６万バ－レルしかなく、これが原油値上がりの最大の原因である。生産余力の大半はサウジであり、ベネズエラや油田枯渇といわれているインドネシアは生産枠に未達である。値段が下がると２８００万B/Dに減産してきた。イランは、３９２万B/Dのうち２４０万B/Dが輸出であるが、原爆・濃縮ウラン問題で輸出が止まると、他国が増産しても大幅に余力不足になる。原油が無い訳ではなく、８０年から９０年代の低価格により、投資が遅れてきたのである。

（４）石油精製・加工能力は世界的に不足している。特に米国で不足している。米国は世界の生産量の２５％を使用し、その半分はガソリンである。１９７６年から新設はなく、精製能力は１９８０年がピ－クであった。稼働率は９１％で、メンテを考慮するとフル稼働になる。火事、事故等、何かトラブルが起こると足りなくなってしまう。精製は儲からないし、公害規制は需要面で厳しい品質、供給面で立地制約を義務づけた（日本はガソリン・軽油サルファフリ－、米 MTBE使用禁止、エタノ－ル義務づけ）。

（　短期的要因　）

（１）天候－０５年はカトリ－ヌ、リタ等２３のハリケ－ンが来襲した当たり年であった。

　　メキシコ湾岸に海底・陸上油田、港湾設備が集中しており、全米の４７％を供給（原油生産、輸入、精製、配送）している。９月末に原油生産１５０万B/D（湾岸１００％、全米１９％）、製油所４９０万B/D（湾岸６１％、全米２９％）が止まってしまった。

（２）地政学的政情＝イラク内乱状態・石油設備テロ、ナイジェリア反政府軍ニジェ－ル川攻撃・シェルの人質とって油田閉鎖、イラン核燃料開発問題、サウジアブカイク油田テロ、ベネズエラ・チャベス大統領

（３）OPECの生産枠－６０年以来、生産枠を作ってきた。これまでクウェ－トなど、枠を守らないで増産してきた国が居て、効果は薄められてきたが、現在は、フルにつくっても生産枠にいかない。プライスバンド・目標価格帯の２５＄+３も、一時停止状態にある。

（４）先物市場への投資資金の流入－NYMEXの取引数量（00年1.5億B→05年3億B）は実需の3倍の取引が行われている。金、銀、コ－ヒ－などの商品と同じ場所で、場立ちが騒然たる取引をしている。商品相場特有の出口に殺到する劇場効果もあり、上がると言えば上がり、下がると言えば下がったり大幅に変動する。ファンド・金融業１８％、個人１３％、メジャ－９％、石油業１０％、トレ－ダ－４１％の商いで、投機資金が取引に参加してきている。

　　オイルマネ－がファンドとなって、また流入してきている。

４、これからどうなる

（１）ピ－クオイル論（供給サイド）

　　石油の可採確認量は１兆２千Ｂで、消費量８千B/Dだから可採年数は４９年になる。

　　このうちOPEC ６９.３％、可採年数８４年、非OPEC ３０.７％、２５年である。

　　確認量最大国はサウジアラビアで全体の２０.５％、２６２０億B、次いで、イラン、イラクが９％台である。カナダのオイルサンドはコスト（30～40＄）が掛かり、それを入れないと非OPECはもっと少ない。ヤング・ハパ－ト等の地質学者が、今まで見付かったもの、これから見付かるもの、これ迄に堀ったもので推定して、２０１０年から２０１５年にピ－ク到達を唱えている。正否は不明だが下記の３点は確かである。

　　①埋蔵量は毎年増えてはいるが、新規発見は少なく、生産量を増やしてみつからないので、埋蔵量の増分はどんどん減っている。米国は２０００年からゼロで、中東は増えている。

　　②新規に発見されるのは、小規模、深海などの悪条件、開発コスト髙である。

　　③発見される国が偏ってきている。サウジ主体の中東。　

　　OPECは２００７年までの＋１８０万B/D拡大計画を出しているが、１０年までに、１千億＄の資金が必要である。外資参入障壁があり産油国への投資は鈍い。また中国、インド進出によりプロジェクト収益が悪化する。メジャ－は総合エネルギ－商社への転換を図り、リスクの高い新規油田投資には慎重である。最近のリビア入札も値上りして資金が集まるか懸念されている。４年間で開発費は７０％上昇している。カスピ海、西アフリカの開発も数ヵ年掛かる。

（２）どこで需要の伸びは止まるか（需要サイド）

　　インフレ、ドル安による価格効果、世界経済成長（GDP 79年 27兆＄→04年 40兆＄）

　　による所得効果で、油価高騰の影響が軽微された。個人消費に占めるガソリン支出は、

米国が４％、日本が３％以下と小さく、むしろ途上国の方が影響は大きい。

　　中国は価格統制があり、エネルギ－効率が悪く、GNP当り石油消費量は日本の3.5倍

　　で、GNP伸び率を超えている。人口１人当り消費量は３３百万BTUで、日本の1/5、

　　米国の1/10に過ぎない。中国の自動車保有台数は、９５年１千万台、０４年２.７千万台、10年予想５千万台で、まだまだ需要は伸びる。

　　輸送用燃料は代替性が低く、石油の経済性は優位である。過去の高騰時との相違点は

　　今のところ需要減退影響が少ないことである。

（３）長期的な地政学的カントリ－リスク

　　OPEC１１ｹ国のうち８ｹ国は中東にあり、イスラム教国である。サウジ、カタ－ル、UAEは首長制君主国で民主主義化は難しい。イラクの民主化が出来たらどうなるか注目される。イスラエル・パレスチナ紛争、テロ対策とイスラム原理主義、ブッシュの戦争介入等、中東和平問題が影響することは避けられない。

　　またサウジは、原油の実コストは３～２５＄だが、高失業率対策、国家予算等政治コストを含み、４０＄は必要だと言われている。クウェ－トも留学生の失業率は高い。

（４）長期見通し（　単位：数量 百万B/D、伸び率 ％/年　）

　　　　　　　　　　　　　　　2006年　　2010年　　2020年　　　2030年       

　　　需 要　　　　　　　　　　８５.１　　９２.５　　１０４.９　　１１５.４ 

　　　　伸び率　　　　　　　　＋２.２　　＋２.１　　＋１.３　　　＋１.０

　　　供 給　　　　　　　　　　８５.９　　９２.５　　１０４.９　　１１５.４

　　　　非OPEC               ４９.５    ５４.５      ５５.９      ５６.３

　　　　OPEC　　　　　　　　  ３４.５    ３６.９      ４７.４      ５７.２

　　　　その他（ﾌﾟﾛｾｽｹﾞｲﾝ等）     １.９      1.１         １.６        １.９

　非OPECはオイルサンド等を含む数字で、原油は４７.３→５１.４→４９.４→４６.１

  で、２０１０年がピ－クとなる。OPECは膨大な投資をすることになる。

　以上述べた強い需要、制限ある供給とコスト増、OPEC依存の供給拡大、高いリスクプ

レミアムと先物市場による振幅拡大によって、「荒い値動き、上昇基調」、｢価格は振幅あ

れど高止まり」の見通しとなる。４０＄を底に上昇を窺い、乱高下する市況展開となり、

専門家のWTI価格は５８～６８＄の予測である。石油の需給バランスについて、従来と

は異なった、別のサイクルになるには、相当の時間を要するものと思われる。

５、それでどうする－わが国はどう対処するか

日本では、現状の石油高騰に関して、さほどこたえておらず、深刻になっていないと思われる。その理由として次のことが挙げられる。　

（１）猛烈な省エネルギ－化を進展させて、石油依存を減らしてきた。

・石油 / 一次エネルギ－　　７３年　７７％　→　０４年　４９％

・石油輸入額 / 輸入総額　　８１年　４１％　→　００年　１４.６％

・原油輸入額 / GDP　　　　８０年　４.１％　→　９９年　０.６％

（２）為替レ－トがかなりの円高に推移して、円建て原油輸入価格が抑えられている。

　・一次　　為替３００円/＄、原油輸入代　１０＄、円ベ－ス　３０００円、

　・二次　　〃　２４０円/＄、　　〃　　　３４＄、　〃　　　８０００円、

　・０６年　〃　１１０円/＄、　　〃　　　５３＄、　〃　　　５５００円、

（３）ガソリン代の半分以上は税金であり、アップ率を引き下げ、調整を図る。

　・ガソリン税１ℓ当り ５３．８円、石油石炭税２．０４円、原油関税０．１７円、

消費税２．８円、計５８．８円

　・日本５７％（ビ－ル４３％、タバコ６８％）、米２７％、英７７％、 

　・軽油引き取り税、航空機燃料税等総額　５兆円（１０５円で３７＄/B）

（４）ガソリンスタンドが多く、過当競争になっている。

　ガソリンスタンド数は、９５年６０４２１、０４年５００６７と減っているが、まだ

歩いていける郵便局２４千、コンビニ４８千よりも多く、競争が激しい。

（５）石油備蓄（原油・製品）計画が進み、１７０日分に増えている。

　・一次オイルショック時６７日、二次９２日、湾岸戦争時１４２日、

　・０６年３月、民間備蓄７８日分、国家備蓄９０日分、

現在のところ、石油高騰について日本は大丈夫であるが、このまま放置しておいて良い

かというと、そうはいかない。石油依存度が高い（４９％）こと、石油は略１００％

輸入に依存（国産１.３％）していること、中東依存（８９％）が高く、国際競争力維持

のため、今後も中東依存は避けられないという、３つのアキレス腱をもっている。

このためには、米国寄りばかりではなく、エネルギ－を考えた中東外交政策を展開する

こと、互恵条件の開発計画の推進（イランとの７５％権益買取の話し合い）や輸送の

シ－レ－ンの防衛政策（ホルムス海峡、マラッカ海峡での被弾）などが必要となる。

決め手は省エネルギ－で、国の政策として石油依存４０％以下を目標に施策が検討されている。原子力エネルギ－は問題が多く、新エネルギ－は再生可能性レベルが小さい。

コ－ジェネレ－ションなど、少ないエネルギ－でやっていくエネルギ－効率向上の努力が大切である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(　文責　石原　滋　)
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